
様式第１号別紙１

１ 事業所の概要

〇

２ 温室効果ガスの削減目標等
2022 年度 t-CO2

t-CO2

％ 5.32 ％

％ 50.00 ％

３ 温室効果ガスの排出抑制に関する取組

％

その他地球温暖化を防止す
る対策の実施

実施済
株式会社USENエネルギー事業部から東北電力ネット
ワーク株式会社へ切替を行う。

実施済

実施済

その他地球温暖化を防止す
る対策の実施

％

項目

壁面緑化

実施年度

従業員の自動車利用の抑
制、公共交通機関の利用促
進

実施済

実施済

実施済

実施済

項目

廃棄物削減対策の実施 実施済

事業者温室効果ガス削減計画書概要（第二計画期間）

飲⾷料品卸売業

5.31

0.04578基準原単位

0.04334

事 業 所 の 所 在 地

事 業 者 の 名 称
事 業 所 の 名 称

株式会社本間⻘果

事業者の該当要件

条例第2条第5号イに該当する特定事業者

57.0

条例第2条第5号ロに該当する特定事業者
条例第2条第5号ハに該当する特定事業者

株式会社本間⻘果
仙台市宮城野区日の出町2-5-45

主 た る 事 業

60.2

条例第15条第1項に該当する⼀般事業者

温室効果ガスの
排出状況

及び削減目標

年度

非化石電気

食品ロスが発生しないよう、適切な空調・温度管理
を徹底しつつ、不良在庫が発生しないよう発注数を
管理している。また梱包材を削減すべく折りたたみ
コンテナボックスの回転利用を徹底している。

目標設定の
考え方

基準年度

削減率

具体的な取組内容

従業員に対して、通勤距離に応じて徒歩通勤や自転
車通勤を奨励しつつ、公共交通機関の利用促進も促
している。

基準排出量

目標排出量

エコドライブ教育実施

デマンド管理

目標原単位

削減率

50.00
その他非化石
エネルギー等

目標年度 2025

基本対策の実施計画

選択対策の実施計画

そ の 他 の 対 策 の
実 施 計 画

社内環境方針に基づき、エネルギー管理の徹底や省エネルギー設備、⾃家消費
型太陽光発電システム導⼊により、3年間で3％以上の削減を目標とする。

物品購入時相見積を徹底しているが、同等の条件で
あれば「グリーン購入法適合」表示や「エコマー
ク」等の環境ラベルのある製品を優先して購入する
ように促している。

新社屋建築に際し、社内照明は、街灯も含めて全て
LED化し、街灯については季節に合わせて点灯、消灯
時間をタイマー管理している。倉庫内で使用する
フォークリフトもバッテリー式を購入し使用してい
る。

グリーン調達の実施

第3年度

実施年度

第3年度

基準年度実施率 67 目標年度実施率 75

再生可能エネルギーの導⼊

燃費性能の良い⾞両の計画的導⼊

（一般事業所等用）


